
内閣府（防災担当）

参考資料３

⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第２回）
令和６年６⽉２４⽇（⽉）

⾸都中枢機能と同機能を⽀えるライフライン等





政治中枢機能に関する基礎情報
国会関連施設について

※上図のほか (衆)・(参)の議⻑・副議⻑の公邸、議員宿舎（⾚坂、⻘⼭、麹町、清⽔⾕）
がある。

出典：衆議院HP

参議院事務局による管理衆議院事務局による管理
・議事堂
・分館、別館、第⼆別館(裁判官弾
劾裁判所を含む)

・議員会館
・議⻑・副議⻑の公邸
・麹町議員宿舎、清⽔⾕議員宿舎

・議事堂
・分館、第⼀別館、第⼆別館
・憲政記念館
・第⼀議員会館、第⼆議員会館
・議⻑・副議⻑の公邸
・⾚坂議員宿舎、⻘⼭議員宿舎

国会議員について
参議院議員（定数248⼈）衆議院議員（定数465⼈）

選挙区：148⼈（うち34は1都3県）
⽐例：100⼈

3年ごとに定数の半分を選挙（任期
は6年）

⼩選挙区：289⼈(うち80は1都3県)
⽐例:176⼈(うち42は東京､南関東）

4年ごとに⼜は解散があったときに
定数の全部を選挙

東⽇本⼤震災関係の⽴法状況
■概 要
− 東⽇本⼤震災の被災地の復旧・復興や、被災者の⽣活再
建等のため、法律上の対応が必要になった。

− 約50本の⽴法措置がなされ、緊急の措置が求められたこ
とや当時の国会情勢等もあり、うち閣法約30本、議員⽴
法約20本。

− 第177回国会（H23常会）で約30本、178国会で約10本が
成⽴。

■分野と主な⽴法措置
①復興の基本的な枠組みに係る法律
復興基本法、復興特区法、福島復興再⽣特別措置法等、
復興の基本的な枠組みに係る法律を制定。

②復旧・復興事業・まちづくり・事業再⽣に係る⽴法措置
復旧事業等を県や国が代⾏する法律、津波被害を踏まえ
た新たな防災まちづくりの法的枠組みに係る法律等を制
定。

③震災被害に係る臨時特例等に関する⽴法措置
公共施設の復旧から社会保険関係にわたり、補助率の嵩
上げや被災者への特別な助成等に係る法律等を制定。

④原⼦⼒災害関係の⽴法措置
原⼦⼒賠償の担保・迅速化、除染や除去⼟壌等の処分に
係る新たな枠組み、広域避難した住⺠への⾏政サービス
提供に係る法律等を制定。

⑤その他⽴法措置
復興のための財源確保等に関する法律等を制定。

出典：復興庁「東⽇本⼤震災復興政策 10年間の振り返りポイント」（令和5年8⽉） １



進捗状況等
（R5d）

⽬標値策定時項⽬

100％全省庁（H28）－中央省庁の参集指⽰システム及び職員安否確認システム
整備

100％全省庁（速やかに）－中央省庁の庁舎の耐震性能の確保
84.4％全省庁（H28）－中央省庁の什器の固定
87.5％全省庁（速やかに）－中央省庁の庁舎内における特定天井の耐震化

93.8％全省庁（速やかに）－中央省庁の庁舎内における特定天井以外の⾮構造部材
の耐震化の検討

100％全省庁（速やかに）－中央省庁の庁舎の燃料タンク増設
（⾮常時優先業務及び管理事務を１週間継続）

100％全省庁（速やかに）－中央省庁の庁舎の燃料確保
（⾮常時優先業務及び管理事務を１週間継続）

96.9％全省庁（速やかに）－情報システムのバックアップシステム

93.8％全省庁（H28）－中央省庁の参集要員等の物資の備蓄率
100％全省庁－中央省庁の教育及び訓練の実施
93.8％全省庁－業務継続計画の継続的な⾒直し実施
100％全省庁（H27）－代替庁舎の確保
100％全省庁（速やかに）－代替庁舎における通信・情報システムの整備

100%100%（H27）94%
（H27.3）

業務継続計画の策定率【内】
（緊急対策区域の指定地⽅⾏政機関）

【凡例】 目標達成

⾏政中枢機能に関する基礎情報

＜⽬標と進捗状況＞

⾸都直下地震緊急対策推進基本計画 具体⽬標 〜政府業務継続計画〜
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東京都23区内の「都市再⽣緊急整備地域」等

国際競争業務継続拠点整備事業

経済中枢機能に関する基礎情報① 〜都市再⽣緊急整備地域等〜

• 都市再⽣緊急整備地域〔H14.6〜〕「都市再⽣緊急整備地域」とは、都市
の再⽣の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地
の整備を推進すべき地域として政令で定める地域。

• 特定都市再⽣緊急整備地域〔H24.1〜〕「特定都市再⽣緊急整備地域」と
は、都市再⽣緊急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑かつ迅速な施
⾏を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進することが都市の国際
競争⼒の強化を図る上で特に有効な地域として政令で定める地域。

出典：東京都都市整備局 「都市再⽣事業の推進」
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/seisaku/toshisaisei/toshisaisei_suishin.html

都市再⽣緊急整備地域等

出典：国⼟交通省都市局 「国際競争業務継続拠点整備事業」
https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi_urbanmainte_tk_000045.html

・⼤都市の業務中枢拠点において、世界⽔準のビジネス機能・居住機能を
集積し、国際的な投資と⼈材を呼び込むためには、我が国⼤都市の弱み
である災害に対する脆弱性を克服していくことが必要である。

・災害に対する対応⼒の強化として、都市機能が集積しエネルギーを⾼密
度で消費する特定都市再⽣緊急整備地域において、災害時の業務継続の
確保に資するエネルギーの⾯的ネットワークの整備に必要な事業費の⼀
部に補助を⾏うことにより、エネルギーの⾃⽴化・多重化を図り、⼤都
市の国際競争⼒の強化、都市の防災性向上を促進することを⽬的とする。

・⼤都市におけるエネルギーの⾃⽴化・多重化に資するエネルギー⾯的
ネットワークにより、災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給
が確保される「業務継続地区（ＢＣＤ︓Business Continuity 
District）」の構築のため、都市再⽣安全確保計画に基づくエネルギー導
管等の整備に必要な事業費の⼀部を⽀援する。
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○都市再⽣特別措置法に基づく都市再⽣緊急整備地域等において、⽀援制度も活⽤されながら、災害時の業務継続の確
保に資する街づくりが進められてきた。



⽇本橋室町地区（東京都中央区）

経済中枢機能に関する基礎情報② 〜業務継続地区の構築事例〜

• 災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給を確保するため、丸の
内仲通りに縦断洞道を整備し、洞道内 に⾃営線及び熱導管等を敷設。ま
た、⾺場先通り地下通路を整備し、熱導管を併設。

丸の内３－２地区（東京都千代⽥区）

出典：国⼟交通省都市局 「市街地整備事業の事例集」
https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content/001347109.pdf

・災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給を確保するため、再開発
事業にあわせて、供給施設から周辺既存ビルへ⾃営線や熱導管等を整備。

出典：国⼟交通省都市局 「市街地整備事業の事例集」
https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/content/001347109.pdf 4

○都市再⽣緊急整備地域等における業務継続地区の構築事例として、地区内に電気や熱を供給できる基盤に加え、帰宅
困難者を受け⼊れる⼀時滞在施設を設けているものもある。



引⽤元︓「三菱地所 オフィス情報」https://office.mec.co.jp/area/disaster_prevention.html

⼤丸有エリアのエネルギーネットワーク

多重化された電⼒供給網

コジェネレーションシステム・排熱利⽤

〇丸の内エリア内の多くのビルでは、地域冷暖房システムを採⽤し、そのプラントや配管は地震の影響を受けにく
い、地下20〜30mに位置する耐震性の⾼い構造体内に設置されている。

〇また、プラント間は、供給配管系統がネットワーク化されている。

経済中枢機能に関する基礎情報③ 〜オフィスビルが集積している都⼼地区の事例〜（１/2）
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〇また、丸の内エリアでは、官⺠連携によるローカル情報を含めた情報収集・編集・編成・配信を担う情報HUB機能
を設け、地域で防災対策に取り組んでいる。

経済中枢機能に関する基礎情報④ 〜オフィスビルが集積している都⼼地区の事例〜（２/2）

引⽤元︓「三菱地所 オフィス情報」https://office.mec.co.jp/area/disaster_prevention.html 6



東京都23区内の「都市再⽣緊急整備地域」等

経済中枢機能に関する基礎情報⑤ 〜⾸都中枢機能維持基盤整備等計画〜

○ 東京都及び４区（千代⽥区、中央区、港区、新宿区）
が共同で、
① ⾸都中枢機能の維持を図るために必要な基盤整備事業
② 滞在者等の安全の確保を図るために必要な施設（安全
確保施設）の整備に関する事業
について作成することができる計画。

※１ 計画を作成しようとするときは、⾸都中枢機能維持基盤整備等協
議会に協議しなければならない。

※２ 計画について、内閣総理⼤⾂の認定を受けた場合に、⼀定の特例
措置を受けることができる。

計画の概要
〇 開発許可、⼟地区画整理事業認可、市街地再開発事業
認可の特例

・ 基盤整備事業を⾏う場合に、計画の認定を、開発⾏為を⾏
う場合の許可、⼟地区画整理事業や市街地再開発事業の
事業計画において定めた設計の概要についての認可があった
ものとみなす。

〇 道路占有許可の特例
・ ⾸都中枢機能の維持を図るために設置する看板⼜は標識
で、円滑な緊急輸送等に寄与するものは、道路の敷地外に
余地があっても、道路の占⽤の許可が与えられる。

〇 都市再⽣特別措置法の適⽤
・ 認定を受けた計画を、都市再⽣特別措置法に規定する都
市再⽣安全確保計画とみなすことにより、
- 計画に基づく建築確認、耐震改修計画の認定等の⼿続について、
計画の公表の⽇をもって認定があったものとみなす
- 備蓄倉庫、⾮常⽤発電設備室等を設置する際の容積率の緩和
- 備蓄倉庫等を都市公園に設置する際の占⽤許可⼿続の迅速化
などの特例を活⽤することができる。

① 基盤整備事業
・ 電気、ガス、⽔道等の供給体制に係る基盤の整備
・ 情報通信システムに係る基盤の整備
・ 道路、公園、広場等の公共公益施設の整備 等

② 安全確保施設の整備に関する事業
・ 安全確保施設（退避経路、⼀時退避施設、備蓄倉庫
等）の整備

・ 安全確保施設を有する建築物の耐震改修
・ 滞在者等の誘導、情報提供 等

事業の概要

特例措置の内容
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○なお、⾸都直下地震特別措置法では、「⾸都中枢機能維持基盤整備等計画」の認定による特例措置がある。



出典︓資源エネルギー庁「電⼒ネットワークの次世代化」（R5.2.9）

地域間連系線の活⽤
•地域間連系線とは、異なる供給区域（エリア）の系統設備を相互に接続する送電線のこと。
• これにより東京エリアでは、500万kW程度をエリア外から調達（⼤半は東北エリアから調達）するとともに、東北エリアへも⼀部供給。

電気事業者が各エリア向けに調達した供給⼒（2023年8⽉、
15時断⾯）のうちエリア外からの調達電⼒

出典︓電⼒広域的運営推進機関「2023年度年次報告書供給計画の取りまとめ」
（2023年3⽉）

⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等① 電⼒(1/4)
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※北海道〜⾸都圏を結ぶ海底送電線については「電⼒ネットワークの次世代化」をもとに内閣府において⽂⾔追記
（https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/049_03_00.pdf）

※再エネ適地のポテンシャルを有効活⽤するための北海道から
の海底直流送電の整備（200万kW新設（2030年度））



引⽤元︓第16回 産業構造審議会 保安・消費⽣活⽤製品安全分科会 電⼒安全⼩委員会 電気設備⾃然災害等対策ワーキンググループ（令和4年8⽉29⽇）配布資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/016.html

⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等② 電⼒(2/4)

（参考）令和４年福島県沖の地震（⽕⼒発電所被害の概要等）
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〇令和4年福島県沖地震により、運転中の発電所が停⽌したことに伴い、東京電⼒管内等で周波数低下リレー（※）
が働き、ブラックアウトを防ぐことができた。

〇その⼀⽅で、震度６弱以上の場所にあった発電所は設備被害により１カ⽉以上停⽌した（次⾴参照）。
※地震などで発電所がストップすると、急激な負荷が残っている発電機にかかり、連鎖的な⼤規模停電を引き起こす可能性がある。周波数低下リレー（UFR）は、
このような⼤規模停電を防ぐためのものであり、需要を強制的に切り離す（停電）ことで、供給の不⾜分とバランスを取る。



引⽤元︓第16回 産業構造審議会 保安・消費⽣活⽤製品安全分科会 電⼒安全⼩委員会 電気設備⾃然災害等対策ワーキンググループ（令和4年8⽉29⽇）配布資料
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/denki_setsubi/016.html

⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等③ 電⼒(3/4)
（参考）令和４年福島県沖の地震（⽕⼒発電所における復旧機関）
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東北電⼒資料より

⽕⼒発電所とライフライン等との関係

出典：JERA https://www.jera.co.jp/corporate/business/thermal-power/type

（汽⼒発電のイメージ図）
•燃料はLNG船により燃料タンクに受け⼊れ
•⼀部発電所では、LNGにLPGを添加し都市ガスも供給
•東京湾内のLNG⽕⼒発電所はガス管で連系
•⼀部発電所では、蒸気タービンで使う⼀部の蒸気を周辺⼯場
に供給
•電⼒系統の運⽤・保護及び電⼒設備の保守管理を⽬的とした
通信ネットワークを構築

蒸気を供給する配管（川崎⽕⼒）都市ガス製造所（姉崎⽕⼒）

ガス導管のネットワーク

※五井はリプレース計画中、⼤井は2022年3⽉廃⽌。

｢東⻄連係ガス導管｣の
海底ガス導管

⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等④ 電⼒(4/4)
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⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等⑤ 通信(1/2)
⼤ゾーン基地局
•災害時における携帯電話のエリア対策として、⾞載型基地局や可搬型基地局があるが、⾸都直下地震のような広域災害・停電時に
おいては、別の対策が必要。
•⼀部携帯電話事業者において、広域災害・停電時に⼈⼝密集地の通信を確保するため、「⼤ゾーン基地局」を準備しており、当該
基地局が⻑時間運⽤可能な⾮常⽤電源の準備等により、119番等の通報や災害対策機関等が使⽤する災害時優先電話等の重
要通信について、より確実に確保できるよう取り組まれている。
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⾸都中枢機能を⽀えるライフライン等⑥ 通信(2/2)
携帯電話基地局等の停電対策の強化
•災害対策本部等が設置される都道府県庁・市町村役場をエリアカバーする基地局等について、少なくとも24時間の⾮常⽤電源等
による停電対策を義務付けている。
•電気通信事業者は、この義務付けに加え、⾮常⽤電源の補給（バッテリーへの充電、⾮常⽤発電機⽤燃料の補給）体制を整え
ている。
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